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令和３年度 横浜市総合教育会議  議事録 

 

 

１ 日 時 令和３年12月20日（月）午前10時30分～11時38分 

 

 

２ 場 所   市庁舎３階 多目的室 

 

 

３ 出席者 山中市長、鯉渕教育長、中上教育長職務代理委員、森委員、木村委員、 

四王天委員、大塚委員 

 

 

４ 欠席者 なし 

 

 

５ 同席者 城副市長、石川政策局副局長、池戸総務局長、横山財政局長、 

吉川こども青少年局長 

 

 

６ 会議日程 （１） 開会 

（２） 市長挨拶 

（３） 協議  

  今後の横浜の教育政策について 

 ～「第４期横浜市教育振興基本計画」を見据えて～ 

（４）  報告（資料配付） 

    新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた対応 

いじめ重大事態に関する再発防止策の取組状況 

（５） 閉会 
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近藤総務部長 

 

 

 

 

 

 

 

皆さん大変お待たせいたしました。定刻となりましたので、ただいまから、令

和３年度横浜市総合教育会議を開催いたします。私は、本日の司会を務めます、

横浜市教育委員会事務局総務部長の近藤です。よろしくお願いいたします。 

最初に、総合教育会議についてご説明いたします。総合教育会議は、法律によ

り全ての地方公共団体に設置が義務付けられた会議で、市長が主宰するもので

す。 

本日は撮影の申し込みがきております。撮影については、ただいまの開会か

ら、市長の挨拶までの間とさせていただきます。希望される方は、今から撮影を

していただいて結構です。 

それでは、会議の開会にあたりまして、山中市長からご挨拶申し上げます。よ

ろしくお願いいたします。 

 

こんにちは。市長の山中です。教育委員の皆様には、ご多忙の中、総合教育会

議にご出席を賜り、誠にありがとうございます。 

８月に市長に就任した私にとって、今回が初めての総合教育会議となります。

９月の所信表明でも申し上げたのですが、私は、未来を担う子どもたちのため

に、教育の環境を整え、その質を高めていくことが本当に重要だと考えておりま

す。本日、横浜の教育について、教育委員の皆様からお話を伺い、意見交換でき

ることは、大変意義があります。 

昨年来、新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって、一斉臨時休業や分散

登校をはじめ、様々な行事が中止・延期されるなど、学校現場にも大きな影響が

及んでいるところです。コロナ禍において、横浜の子どもたちの安全・安心、並

びに、学びの機会の確保のため尽力いただいている現場の教職員の皆さん、そし

てご理解とご協力をいただいているご家庭や地域、関係者の方々に、改めて心か

ら感謝を申し上げます。 

本日の協議テーマは、「今後の横浜の教育政策について～『第４期横浜市  

教育振興基本計画』を見据えて～」です。現在、横浜市を挙げて、感染症対策に

取り組んでいますが、コロナとの闘いはまだまだ続いています。また、いじめの

件数や不登校の児童生徒数、児童虐待の相談件数は増加傾向にあり、さらに、子

どもの貧困も深刻な問題となっています。子どもたちを取り巻く環境は刻一刻と

変化しており、ヤングケアラーやゲーム障害・インターネット依存症など新たな

課題も生じています。このような状況を踏まえ、次期アクションプラン「第４期

教育振興基本計画」をしっかりとつくり上げ、「横浜教育ビジョン2030」を具現

化していく必要があります。 

委員の皆様には、これまでのご経験やご知見をもとに、様々な視点からご意見

を本日頂戴できればと思います。どうかよろしくお願いします。 

 

山中市長、どうもありがとうございました。 

ここで、報道並びに傍聴の方にお願いいたします。これ以降につきましては、

写真等の撮影はご遠慮くださいますようお願いいたします。 

議論に先立ち、教育委員会事務局から、本日の協議テーマについてご説明いた

します。スクリーンに資料を映しながらご説明いたしますが、お手元に印刷した

ものもご用意しておりますので、そちらもご覧ください。説明は、教育政策推進

課担当課長の佐藤から行います。 
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教育政策推進課担当課長の佐藤と申します。どうぞよろしくお願いいたしま

す。本日の協議事項「今後の横浜の教育政策について ～『第４期横浜市教育振興

基本計画』を見据えて～ 」の論点をご説明させていただきます。 

はじめに、横浜市の教育の概況です。横浜市は、人口は約 377 万人、教育関係

では 508 校の学校、26万 4,894 人の児童生徒、１万 8,867 人の教職員と、国内最

大の基礎自治体です。あわせて、多様な児童生徒がいることも特徴であり、地域

の実情に応じた特色ある教育活動が市内で展開されています。 

続いて、横浜市の教育政策体系についてです。横浜市では、「横浜教育ビジョ

ン 2030」、約 10 年スパンで政策理念を示したもの、そして「教育振興基本計

画」、ビジョンの具現化に向けた４～５年スパンのアクションプラン、この２つ

を軸に、各種の教育施策が実施されているところです。スライドの「現在」とい

う所にありますように、現在は、第３期計画期間の４年目に当たりますが、今後

来たるべき第４期計画策定を見据えた議論を、本日は行っていただきたいという

ことでございます。 

さて、「横浜教育ビジョン 2030」では、目指す人づくりとして、「自ら学び 

社会とつながり ともに未来を創る人」を掲げ、育む力として、国が示すいわゆる

「知」「徳」「体」に加えて、横浜らしさである「公」「開」を設定していま

す。そして、この具現化に向けたアクションプランとして、日々の教育実践につ

ながる各種事業等が盛り込まれた「第３期教育振興基本計画」が 2018年に策定さ

れています。 

現代は、変化の激しい時代と言われますが、実際にこの間には様々な状況の変

化がありました。ここからは第４期計画策定を見据えた議論の参考としていただ

くべく、第３期計画以降の主な状況変化について、振り返っていきたいと思いま

す。 

第一に、新型コロナウイルス感染症です。令和２年春の一斉臨時休業をはじ

め、全ての関係者が前例のない変化に直面をし、今なおコロナの感染状況は学校

現場の教育活動に甚大な影響を与え続けています。 

続きまして、学びの観点です。当初、第３期計画期間中の大きな節目として新

学習指導要領の全面実施が挙げられていました。横浜市の各校でも、主体的・対

話的で深い学びの視点からの授業改善が行われています。 

そこに加え、GIGA スクール構想による１人１台端末の整備がありました。端末

の整備は、新型コロナウイルス感染症等の影響も踏まえ大幅に前倒しされ、今年

度から市内の学校でも実際に活用が始まっています。今までの横浜が培ってきた

教育実践の伝統と蓄積と、最先端の ICT のベストミックスにより「個別最適な学

び」と「社会とつながる協働的な学び」の実現を目指す取組が、今この瞬間にも

各学校では行われています。 

教職員の働き方改革も第３期計画期間中に進捗がありました。業務の精選や体

制強化などをはじめとした総合的な取組を全市で推進し、結果として 80時間超の

時間外在校等時間の教員の割合が減少するなど、一定の成果は見られています。

しかし、まだまだ道半ばであるほか、ここ数年の教員採用試験の受験者数や採用

倍率を見ると、教職員集団としての持続可能性については課題が残るところで

す。 

さらに、国における教育政策の主な動きといたしまして、小学校における 35人

学級の実現や教育ビッグデータを活用した教育 DX推進等が行われました。 

続いてここからは、横浜市の教育を取り巻く状況として、３つのデータをお示

しいたします。端的に申し上げれば、ここ数年で学校現場はますます多様化・複

雑化しているという状況が見て取れます。 
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１点目は、特別な支援が必要な児童生徒の増加です。こちらは全国と同様に増

加傾向を示しており、特に、小中学校における個別支援学級・通級指導教室にお

ける増加が顕著に見られます。 

２点目は日本語指導が必要な児童生徒の増加です。こちらについては、横浜市

は、全国平均よりも速いペースで増加しているという状況があります。また、日

本語指導が必要な児童生徒の国籍・出身地域等が多様であることも横浜の特徴の

一つです。 

３点目は不登校児童生徒の増加です。こちらも全国と同様に増加をしているほ

か、全児童生徒に占める割合は全国と比べてもやや高いという状況です。 

これらを踏まえ、今後の横浜の教育政策に係る議論に際し、参考としていただ

けたら有り難い視点を３つお示しいたします。 

１点目です。子ども一人ひとりの個性や多様性を大切にした誰一人取り残すこ

とのない教育を、現在の学校現場を取り巻く状況を踏まえ、１人１台端末をはじ

めとした現時点の教育環境を最大限活用しながら、更に推進する必要があるので

はないか、ということです。この視点について少し補足をいたします。学校には

様々な子どもがいます。一人ひとりの表情が異なることはもちろん、子どもの置

かれた環境もまた多様であり、このようにカラフルに、一人ひとりの個性があ

る、特性や背景が異なる子どもたちが集っているのが、学校現場の実態です。こ

の中には特別な支援が必要な児童生徒が約 14,000 人、外国籍等児童生徒が約

11,000 人、不登校児童生徒も約 6,600 人といった、きめ細かな支援が必要な子ど

もたちも含まれています。さらに特性を具体的に表現する言葉はなくとも、この

ボワッとした水色の丸のように、濃淡が混在するグラデーションの中で様々な困

難を抱えている子ども、また、自らは口に出せないながらも何らかの課題に直面

している子どももいます。このような様々な子どもたちが混在している「学校現

場」を全て合わせると横浜の児童生徒 26 万人となります。SDGs でも言われてい

る「誰一人取り残さない」ですが、スローガンだけでなく、このことに本気で取

り組んでいくべきではないかというのが１つ目の視点です。横浜はこれまでもこ

の視点を大切にした教育を展開してまいりました。しかし、ますます多様化・複

雑化する学校現場の状況、また一方では１人１台端末の整備をはじめとした教育

環境のアップデート等を踏まえ、一人ひとりを大切にした教育の実現に向けた取

組を一段ギアを上げて加速し、全ての子どもの資質・能力の向上を目指していく

べきではないでしょうか。 

２点目です。家庭・地域・関係機関・民間企業・NPO 等との連携・協働をこれ

まで以上に進め、学校内外を含む社会全体で、子どもに関わる体制の構築及び子

どもたちのより良い学びを目指すべきではないか、との視点です。横浜は子ども

たちのより良い学びの実現のために協力してくださる方々が、これまでも、これ

からも、たくさんいらっしゃることと存じます。学校の先生に加え、ここに掲げ

られた全ての主体がいわば「チーム横浜」となって横浜の子どもを育むというこ

とがますます必要ではないでしょうか。 

３点目です。日本最大の基礎自治体として、横浜市は非常に価値のある教育ビ

ッグデータを有していることに鑑み、客観的な根拠に基づく教育政策の推進を更

に進め、より質の高い教育につなげていく必要があるのではないか、との視点で

す。横浜市は第３期計画の時点から EBPMを基本姿勢に掲げるなど、これまでも意

欲的に取り組んでまいりました。しかし、世の中のデータ活用の流れは加速化す

るばかりです。横浜市が誇る教育ビッグデータの価値を改めて認識し、一層強力

に推進していくべきではないでしょうか。 

以上、３つの視点もご参照いただきつつ、本日は今後の横浜の教育政策につい
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て自由闊達な意見交換をしていただければと考えております。どうぞよろしくお

願いいたします。 

 

それでは、横浜市総合教育会議運営要綱第２条第１項に基づきまして、市長が

会議の議長を務めます。山中市長、よろしくお願いいたします。 

 

ただ今、事務局より、本日の協議テーマである「今後の横浜の教育政策につい

て ～『第４期教育振興基本計画』を見据えて～」について、ご説明いたしまし

た。 

それでは、中上委員、森委員、四王天委員、大塚委員、木村委員の順でご意見

を伺います。 

中上委員、よろしくお願いします。 

 

中上です。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

子どもの社会参画推進の仕組み、「チーム横浜」について申し上げます。自治

会、町内会、企業、関係機関、NGO、NPO など、地域とともに、横浜の未来を創る

ための仕組みづくりについてです。 

平成 18 年、横浜は国に先駆けて「横浜教育ビジョン」を策定しました。国の

「知」「徳」「体」に加えて、横浜らしさである「公」公共心と社会参画意識、

「開」国際社会に寄与する開かれた心を加えて、地域や社会に貢献する人材育成

を目指す教育の方向性を示しました。その後、平成 30 年に「横浜教育ビジョン

2030」を策定し、広く学校現場に浸透しているところでございます。 

これまで地域からの学校支援として、登下校の見守り、学校運営協議会、放課

後の学びの支援、子ども会、おやじの会等々、企業からのご支援などもいただい

ております。特に、放課後学び場事業は、塾や家庭での学習が困難な状況にある

子どもたちに対して、教育格差の解消や習熟度に応じた学習支援のため、充実・

強化をしていく必要がございます。現状では、運営やボランティア確保に限界が

ございますので、新たな手段を考える必要があります。 

これまでの一方通行の学校支援から双方向での協働を更に発展させることが不

可欠であり、そのために学校運営協議会や地域学校協働活動等を通じて、学校と

地域が目標と課題を共有して、地域全体で解決を図ることが必要です。 

例えば、地域防災、地域おこし、高齢化している地域ボランティアを補完する

人材や、福祉、建設、農業、漁業等、担い手不足は深刻です。若者の地域貢献が

求められます。地域の企業や NPO 等との連携を通じて、習熟度に応じた学習支援

体制などを更に充実できれば、これからの時代を担う子どもたちの資質・能力育

成にもつながります。 

また、地域とのつながりを考える際に忘れてはならないのが、外国籍など外国

につながる方々の存在です。多文化共生社会の今、その皆様の力を借りることで

国際理解や国際感覚を育むことができると考えます。中区長時代、中区は９人に

１人が外国人のため国際交流ラウンジを立ち上げました。現在、外国につながる

児童生徒がつながる国・地域の数は 109 にものぼり、大変増加しています。外国

につながる児童生徒が、安心して学校に通い、地域の一員として成長していくこ

とが重要です。学校は地域の要です。 

教育委員会では、来日間もない外国人労働者や研究者のご家族、児童生徒や保

護者ができるだけ早く学校生活に適応し、不安を軽減できるように、平成 29 年

に、日本語支援拠点施設「ひまわり」を開設し、集中的な日本語指導などの支援

を行っております。 
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現在「ひまわり」は、中区と鶴見区の２箇所にありますが、外国につながる方

は、市内に広く居住しており、郊外から児童生徒が電車を乗り継いで通うのは限

界があります。また、特に北部方面にはインド人研究者などのコミュニティや、

都筑区工業地帯、研究所などが集積しております。ぜひ３箇所目、４箇所目と増

やしていただけるよう、ご支援をいただきますよう、お願い申し上げます。以上

です。 

 

ありがとうございました。横浜の教育が目指す姿を描いている「横浜教育ビジ

ョン」が広く学校現場に浸透し、約１万９千人いらっしゃる横浜市の教職員の皆

さんが共通の認識を持って、様々な実践を積み重ねてきたということは、本当に

素晴らしいことだと思います。 

中上委員からは、学校と地域との連携を更に強化して、社会とのつながりの中

で子どもを育んでいくことが重要であるというご指摘をいただきました。近年、

地域のつながりが希薄化しているというのは事実だと思います。例えば、小学生

の子どもがいるご家庭ですと、ご近所と比較的親密な付き合いをしている方の割

合は我々が子どもの頃よりは下がっていると思うのですが、そんな中でも、ご近

所と比較的親密な付き合いをしている方のほうが生活の満足度が高いというデー

タもあるようです。これは保護者の方が生活に満足している割合ですが、親がそ

う思っているということは、子どもの成育環境にも少なからず影響を与えている

のではないかと考えます。これからの社会を生きる子どもたちの力を育んでいく

ために、学校の中だけで教育を完結させるのではなく、地域、企業、大学、NPO

などが、多様な形で教育を補完し合う、支えることが重要なのではないかと思い

ます。 

また、中上委員から多文化共生についてもお話をいただきました。横浜の外国

人人口は約 10万人、全国の市区町村では大阪市に次いで２番目となっています。

国籍も、中国、韓国、ベトナム、フィリピン、ブラジル、アメリカ等、大変多様

です。横浜市は開港以来、オープンに多様な文化を率先して受け入れて、また自

らの文化に昇華させてきた、そういった「ダイバーシティ＆インクルージョン」

を実践してきた都市と考えています。私自身、ダイバーシティ、そしてそれを受

け入れるインクルージョン、そのお互いの多様性を理解して、認め合うことが本

当に重要だと考えています。外国籍のお子さんたちなどの支援については、日本

語指導の資格を持った講師による日本語教室、学校通訳ボランティア、母語によ

る学習支援ボランティアの派遣など、様々な取組を進めています。また日本語支

援拠点である「ひまわり」は、子どもたちが、安心して学校に通い、その力を十

分に伸ばしていくために、横浜市として今後も欠かせない支援です。現在の２箇

所以外に、北部、西部にも拠点を設けて、日本語指導が必要な子どもたちが、住

んでいる地域に関わらず支援を受けられるよう今後も拡充を検討していきたいと

考えています。 

それでは、森委員、お願いします。 

 

こんにちは。森でございます。 

私は任期の中で色々な学校の現場を見てきましたけれども、教職員の先生方や

管理職の皆さん、様々な制約の中で子どもたちの学びを真剣に考えていると思っ

ております。しかしながら、子どもたちを取り巻く環境が非常に変わってきてい

る中で、現場の努力だけではどうにもならないことも多々出てきておりまして、

早急に環境を整えなければいけない状況だと思っております。 

特に重要だと思っているのが特別支援教育です。特別支援学校での取組の強化
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山中市長 

 

 

に加えて、特に「てこ」だと思っているのは各小中義務教育学校における「特別

支援教室」の取組です。 

市全体で子どもの数は減っているのですけれども、特別な支援を必要とする子

どもたちの数は年々増えてきています。例えば、通級指導教室に通う小中学生は

平成 24年では約 1,700人だったのですが、令和３年では約 3,000人にまで増えて

います。また個別支援学級におきましては、小学校で平成 24年約 3,500人だった

のですが、この約 10年で倍の 7,100人になっています。一人ひとりが非常に丁寧

な関わりを必要としますし、関わる大人の数も必要ですが、とても追いついてい

ない状況だと思っています。 

それだけでなく、先ほど事務局からの説明で丸がたくさん描かれていた資料、

18 ページだったと思うのですけれども、こちらの資料にもありましたが、一般学

級においても、色々なグラデーションがあって個別の支援が必要な多様な児童生

徒がたくさんいます。各学校では、学習でつまづきがあったり、不登校傾向で別

室登校しているお子さんへの個別支援をする「特別支援教室」を設けています

が、インクルーシブ教育を考える中でこの取組の強化がますます必要だと思って

おります。 

しかしながら、特別支援教室に非常勤講師が配置できているのは 36校のみとな

っています。配置を希望している学校は、小学校を中心として 134 校と聞いてお

りますので、約 100校近くに配置できていない状況になっております。 

それだけではなく、中学校を中心として不登校児童生徒の支援にあたる支援員

の配置なのですが、20 校の中学校にしか配置できていません。不登校において

は、学校に通いたくない、学校に通いたくても通えないお子さんが増えてきてい

る中で、取組の強化が必要だと思っておりまして、全校での配置が必要なのでは

ないかと思っております。 

先日、支援員の配置されている中学校に見学に行ってきたのですが、支援員の

方、教職員の方、管理職の方、特別支援教育コーディネーターの方、学校・地域

コーディネーターの方、地域の方皆さんで連携しながら子どもたちが安心して過

ごせる環境をつくっておられました。個別最適な学びをつくっていくためには、

人員配置のみならず、また、学校全体でその取組の必要性を理解して進めていく

だけではなく、学校外の地域との連携がますます必要になってくるのではないか

と感じております。 

あともう一点、「視点②」に関連するところで申し上げたいことがございま

す。学校と地域の連携についてなのですけれども、横浜では、「はまっ子未来カ

ンパニープロジェクト」という取組があります。これは、子どもたちが起業体験

を通して社会参画に対する関心を高めていく取組なのですけれども、商品企画や

地域貢献などを大人と一緒に子どもたちが主体的に考えているだけではなく、地

域の福祉施設ですとか区役所ですとか、商店、企業、いろんな人たちと連携しな

がら作っていることが非常に大きなポイントだと思っております。 

子どもたちが社会に役立っているんだ、地域に役立っているんだと実感を得て

いることと、伝えたいから学ぶんだという循環を生み出すような非常に良い取組

だと思っております。横浜の資源で子どもたちを支えていくことと、子どもたち

が本来持っている力を発揮しやすい環境を整えていくためにも、是非皆さんのサ

ポートを引き続きいただきたいと思っています。どうぞよろしくお願いします。 

 

ご意見ありがとうございました。市長に就任した後、北綱島特別支援学校を視

察させていただきました。障害のある子どもたちが一生懸命に学習する姿を見ま

して、横浜市として、支援体制を充実させていきたいと心から思いました。小中
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学校におきましても、特別支援教室や通級指導教室を利用する児童生徒の数が増

加しています。非常勤講師や支援員の方々と、担任の先生がチームで組織的に支

援していくことが重要なのではないかと考えています。 

不登校の児童生徒への支援については、不登校の要因が様々あると思います。

友人関係、学業についていけない・学業の不振、またご家庭に事情があるお子さ

んもいらっしゃると思います。一人ひとりの抱える状況に応じて、安心できる居

場所や学びの機会を行政として確保していくことが重要だろうと思います。支援

にあたっては、オンライン教材など ICT も活用し、不登校の傾向にある児童生徒

が、在籍する学級に近い形で、校内の別室で学ぶ機会を担保することも重要だと

思います。 

また、森委員から子どもが社会とつながる機会を増やしていきたいというお話

をいただきました。平成 28年度から横浜市が実施している「はまっ子未来カンパ

ニープロジェクト」をはじめ、オリンピアン・パラリンピアンの皆様による学校

訪問、NPO や企業等の皆様による「環境教育出前講座」など、引き続き、多くの

方々の力をお借りして、子どもたちの教育につなげていく取組が重要であると考

えています。 

子どもたちを取り巻く状況は刻々と変化していますが、そうした状況を踏ま

え、よりきめ細かな支援、そして学校と地域などの連携強化につなげられるよう

な取組を、オール横浜で取り組んでいきたいと考えています。 

それでは四王天委員、よろしくお願いします。 

 

四王天 正邦と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

ただいま森委員より、障害などで特別な支援が必要なお子様が増加していると

いうお話がございました。横浜市が市立で設置する 13校の特別支援学校には、現

在約 1,500 人の児童生徒が通っており、その中でも肢体不自由が約 500 人、医療

的ケアを必要とする児童生徒が約 150 人在籍しております。市長へのお願いとし

て申し上げたいのが、特別支援学校に在籍する児童生徒の通学支援についてで

す。医療的ケアを理由にスクールバスに乗れず、保護者負担が大きいもとで送迎

しているのが厳しい実態であります。対策として、福祉車両をモデル的に運行し

ていますが、コロナの影響もあり、看護人材が全国的に不足している中、車両は

確保できても車内でケアを行う看護師が確保できないなど、大きな課題がござい

ます。障害のある児童生徒に対して、通学という学習に臨む第一歩に必要な支援

には、優先的に人材と資金投入をお願いしたいと思っております。 

さて、私は、１年半教育委員を務めてまいりました。教育委員会メンバーのパ

フォーマンスを目の当たりにし、その職業意識の高さとバイタリティーに厚い信

頼を寄せております。ただ、一方、学校現場に目を移しますと、個々の教員はと

ても優秀なのは十分感じられますが、組織として見ると、足し算にはなっても掛

け算になっていないのではないかなと感じます。つまり、相乗的にパワーアップ

されているかというと、そうとは思えず、一体感が希薄しているなと感じている

のも正直なところです。 

これらを改善するには、釈迦に説法で大変恐縮ではございますが、高い組織力

を発揮するには、大きく６つくらいの柱があり、「目標を明確にし共有する」、

「メンバーの当事者意識を高める」、「役割分担を明確にする」、「相互のサポ

ート体制が構築されている」、「自由に発言できる機会がある」、「職場として

の心理的安全性が高い」などが挙げられます。これらを学校組織に照らし合わせ

て再点検していくことが必要ではないかと思っています。 

最近いくつかの学校を訪問しておりますが、その中で気になることがございま
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す。管理職、特に副校長先生が、多種多様な課題に忙殺されている姿です。その

一因として、複雑で深刻な業務と責任が偏重傾向にあるのではないかと推察され

ます。教育委員会でも、職員室業務アシスタントや部活動指導員の配置、児童支

援専任教諭との連携強化を通じて、副校長先生の負担を軽減するなどして、志の

ある人が管理職を目指したいと思える仕組みにしなければならないと思っており

ます。 

さらに、近年、職業としての教員は、ブラック職業視され、全国的に教員志望

者が減少していることが無念で仕方ありません。事実、横浜市でも、教員採用試

験の受験者数は年々減っており、令和２年度の採用倍率は 3.3 倍で、全国の 3.9

倍を下回っています。小学校の 35人学級制が導入されるにあたり、毎年 100人前

後、採用数を増やさなければならないという喫緊の課題もございます。教職を自

分の一生をかけるに値する魅力ある職業であると、優秀な人材に認識・選択して

もらえるような対策が必要ではないかと思っています。 

最後に、市長が、横浜市を「ずっと住み続けたい」と思ってもらえる都市にし

たい、とおっしゃっていたのを聞いたことがあります。そのためには、質の高い

教育環境を提供することが土台になります。それによって、希望溢れる横浜の未

来を担う人材が育つことを、私は心から願っております。ぜひともお力添えをよ

ろしくお願いいたします。 

 

ありがとうございます。特別支援学校の通学支援のための看護人材の確保は、

四王天委員のおっしゃるとおり、大きな課題だと考えています。今年６月に「医

療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」が成立し、自治体の責務が

明確になりました。今後、特別支援学校でも、一般校でも、医療的ケアが必要な

お子さんが質の高い教育を受けられるよう、学校への看護師等の配置など、医療

との連携を通じた支援を充実させていきたいと考えています。 

また、働き方改革については、「教職員の働き方改革プラン」に基づき、学校

の業務改善やチーム体制の構築、人材育成・意識改革などに取り組んでいるとこ

ろですが、事務局から説明したとおり、今後も更に推進していく必要があると考

えています。私自身も、市役所を一つのチームとしてまとめていくために、市職

員には、皆で議論したうえで、ゴールを共有すること、そのために風通しの良い

職場にして、支え合っていくことが必要だと常日頃から伝えています。このこと

は、学校現場でも正に同じだと思います。 

教育というのは、まさにその人をつくる、将来の国家をつくる基礎だと私自身

考えていますが、そういったことに携わる教員が誇り高く就職して、その誇り・

モチベーションを維持して働き続けていただくことが何よりも必要だと思ってい

ます。働き方改革は喫緊の課題で、教育について色々と考える時間の余裕を持っ

てもらうという、良い意味でのゆとりの時間が必要ではないかと考えています。 

「教育は人なり」と言いますが、そのとおりだと思います。横浜の教育を支え

ているのは、１万９千人の教職員の皆さんです。この方々が、将来の横浜を支え

ている、そう言っても過言ではありません。教職員の皆さんが自分自身を磨い

て、いきいきと子どもたちと向き合えるように、教育委員会として、引き続き、

取り組んでいただくようお願いしたいと思います。市としても、そのために全力

をもって支援をしていきます。 

次に大塚委員、よろしくお願いします。 

 

大塚でございます。 

ただいまの四王天委員の発言に付随して、１つだけ申し上げます。優秀な教職
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員の人材を確保していくためには、横浜市として、本市が求める教員志望の学生

を横浜市が育てる、それが重要ではないかと思います。例えば、高校などの段階

から大学の教員養成課程につなげられる「将来の横浜市の教員を育成していく仕

組み」。時間はかかっても、そういう取組を進めていくことで、優秀な人材を育

成していける手法を構築していくことが重要だと思います。 

さて、ここからは、誰もが安心して豊かに生活できる学校づくりのために、学

校が子どもたちの声なき声を聴き、支え続けるために、スクールカウンセラー・

スクールソーシャルワーカーの取組についてお伝えしたいです。 

私は校長職定年後４年間、教育相談員を務めました。子どもたちの声なき声を

聴いて欲しいと主に保護者の方々から寄せられた相談の多くが不登校に関するも

のでした。18 区で行っている教育相談でも、不登校に関する相談件数が１位の状

況が何年も続いています。令和２年度の問題行動等調査において、本市の不登校

児童生徒数は、コロナ不安による長期欠席を含めると 6,572 人です。令和元年度

から 720 人も増えております。その上、相談件数が１位であるにも関わらず、文

部科学省が昨年行った「不登校児童生徒の実態把握に関する調査」では、「学校

に行きづらいことについて誰に相談しましたか」という問いへの回答に、家族は

約５割、「誰にも相談しなかった」は約４割を占め、家族以外に早期に相談でき

ている割合が低いことが明らかになりました。 

不登校に限らず、いじめ、学力不振、児童虐待や DV、生活困窮やヤングケアラ

ーなど、子どもたちが抱える新たな問題は増加の一途です。子どもたちが相談し

にくい現状を喫緊の課題として、早急に改善する必要があると思います。 

学校現場では、子どもたちの変化や声なき声に気づくとともに、より専門的な

対応が求められています。心理や福祉の知識が十分でない教員が全てを担うこと

はできません。中学校ブロックごとに１人配置されている専門職であるカウンセ

ラーとの連携は必須です。しかし、カウンセラーは、現状、中学校は週１日、小

学校は週半日の勤務であるため、相談予約が取りづらく、勤務時間を児童生徒や

保護者との相談で使い切ってしまうため、教員との情報共有を行いにくいという

課題がございます。また、福祉的な支援を行うために配置されたスクールソーシ

ャルワーカーは、現状、月１日程度の学校勤務であるため、支援できる範囲が限

られ、区役所との連携を図りにくいという課題があります。 

この両専門職ともに会計年度任用職員であるため、残業が認められず、休日に

子どもたちの行事等に参加して子どもの様子を見ることも難しいのが実態です。

さらに、雇用期限は５年間となっています。その後の雇用は不確定であり、再び

採用されても待遇面はまた初任時に戻ってしまうなど、専門性を深めることはと

ても難しいです。 

これらの課題はダイレクトに教職員の負担へとつながってしまうため、スクー

ルカウンセラー・スクールソーシャルワーカーの力を最大現に発揮し、教職員が

安心して子どもたちに向き合うためには、国の単年度補助事業の不安定さを克服

し、常勤化していくことが欠かせません。市長におかれては、予算面も含めてご

支援をお願いしたいです。加えて、こうした課題は全国共通なので、国に対して

も、スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーの定数配置を要望して

いただくなどの対応をお願いしたいです。 

２点目は、子どもたちが抱える新たな問題として、ゲーム障害やインターネッ

ト依存症など、医療と連携しなければ解決できない事案も多くございます。そこ

で、健康福祉局、こども青少年局、そして教育委員会事務局、この三者が、既存

の行政の枠組みを超えて、情報を共有し連携して支援にあたることが必要である

と考えます。未来を担う子どもたちの健やかな育ちのために、ぜひ市長部局や医
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療との連携の核になる方々へのお声かけと、大きな枠組みでの支援体制を構築し

てくださるようお願いいたします。 

この２点の内容が実現することで、だれもが安心して豊かに生活できる学校づ

くりがより充実したものになると確信しています。以上です。 

 

ありがとうございました。横浜の教育をより良いものにしていくためには、教

職員の人材確保と育成が大変重要になります。すぐには実現が難しいこともあり

ますが、例えば研修や学生へのプロモーション活動といった、これまでの取組を

更に強化していかなければいけませんし、庁内でも連携しながら、引き続き、後

押ししていきたいと思います。 

本日、委員の皆さんから直接お話を伺う中でも、子どもたちの抱える課題や背

景が一人ひとり異なり、いかに多岐にわたるか、改めて実感しています。また、

コロナ禍で、様々な活動が制限され、子どもたちも様々なストレスを抱えている

ということは容易に想像できます。子どもたちが抱える不安や悩みに教職員が早

めに気づくこと、そして、子どもたちが相談しやすい環境をつくり、解決のサポ

ートをすることが重要であり、そのためにはきめ細かな対応ができる体制の整備

が重要です。あわせて、ヤングケアラーやゲーム障害、ネット依存などの新しい

課題にも適切に対応できるよう、専門的な知識やスキルを持つ人材を配置し、ま

た医療や福祉部門との連携を行い、トータルで進めていくことが大事だというこ

とも、大塚委員のおっしゃるとおりだと思います。 

これまで横浜市は独自に、児童支援専任教諭を小学校全校に配置するなど、学

校におけるチーム力の強化を進めてきましたが、国に対しても、児童支援専任教

諭やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの定数化など、教育環

境や質の向上のために必要な施策について、繰り返し要望してきました。私自身

も先月、文部科学省の事務次官を訪問しまして、GIGA スクール推進のための継続

的な財政支援などについて、要望をしてきました。横浜市としても、大塚委員の

おっしゃるとおり、今後もしっかりと国への要望を継続し、また、市長部局が学

校や教育委員会としっかりと連携できるよう取り組んでいきます。ありがとうご

ざいました。 

続きまして木村委員、よろしくお願いします。 

 

木村です。よろしくお願いします。 

他の委員からもあった教員養成の話など、様々ご意見したいところですが、本

日は教育 DXを通じた研究の推進について発言させていただきます。 

今年度、１人１台端末の整備が完了し、現在端末を活用した教育が展開されて

いることについて、学校現場の皆様をはじめとした関係者のご尽力に心より敬意

と感謝を表したいと思います。取組状況は学校によって様々とお聞きしますが、

「生みの苦しみ」が、大変にあると思います。教育委員会においては引き続き着

実に現場をサポートしていただきたいと思います。 

その上で、私も大学に籍を置く教育委員として、教育 DXの推進を通じ、市とし

て教育に係る研究を抜本的に強化していただくことを提言したいと思います。横

浜の教育関係者は、先ほどありましたとおり、横浜は 26万人のビッグデータを有

する日本最大の基礎自治体であることを再認識すべきだと思います。このポテン

シャルを有する自治体として、市はもちろん、全国の、さらに全世界に貢献でき

る成果を創出する、そういった気概を持っていただきたいと思います。 

具体的な提案としては２点あります。１つは、紙媒体で行われている各種の子

どもに係る調査を早期にコンピュータ化することです。特に「横浜市学力・学習
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状況調査」がその典型例であり、システム構築を含め早期に実現していただきた

いと思います。大切なことはコンピュータ化自体ではなく、取得したデータで、

アカデミアや企業等と連携し、研究を推進することだと思います。様々なことを

教育の場だけで閉じるのでなくて、それ以外のステークホルダーと連携すること

が今後重要になってくると思います。個人情報の取扱いをはじめとした課題もあ

るかもしれませんが、他の先取的な自治体を参考に、迅速に基盤を整えていって

いただきたいと思います。 

余談ですが、先日、国立大学法人の 12大学のとある学部の学部長会議というの

があったそうです。そこで、データサイエンスの教育体制について協議されたら

しいです。本学はデータサイエンスについて進んでいるのですけれども、多くの

大学が、データサイエンスについて今後準備しなければならない考えはあるけれ

ども、何をすればいいのか、どうすればいいのか悩んでいると聞きます。 

もう１つの提案は、DX 化を通じた教育の「可視化」に積極的に取り組んでもら

いたいということです。教育では今まで「経験・勘・気合」が大切だと言われて

きました。私も柔道を長くやっている人間として、大変好きなワードです。その

重要性は全く否定しません。しかしながら、教職員の約半数が 10年未満の経験年

数という若い集団になっていることを踏まえれば、口伝や暗黙知での伝承だけで

は今後立ち行かなくなることは明らかです。 

私は柔道でオリンピックに関わっていて、リオ、東京五輪で好成績を収めたの

ですが、伝統だけでは世界との競争・共生にはたどり着かないのです。柔道はい

ち早く情報戦略に着手しました。つまり、量的なインフォメーションから質的な

インテリジェンスをしっかりつくって、行動していっています。スポーツに限ら

ず、全てのところでどういうふうにデータを利用できるかが重要だと思います。 

教師の声かけや振る舞いが子どもや学級の安定にどうつながるのか、授業が活

発となる発問とは何か。これまで何となくわかっている「良い先生」について解

き明かし、次世代の育成につなげてほしいと思います。最近は声かけについて

も、クラスター分析等々で分かってきていることもありますけれども、更にこれ

をしっかりやることが「良い先生」の可視化につながると思います。その際の肝

となるのが非認知能力だと思います。非認知能力は、意欲や粘り強さをはじめと

した広義の概念です。これと学力との関係、教師の関わりや学級経営との関係な

ど、非認知能力が子どもの成長にとって重要であることは論をまちませんが、学

校における教育活動とその関係性に正面から向き合った研究はまだ少ないという

のが現状だと思います。市として非認知能力をどう捉え、どう伸ばすのか。教育

DXを通じてここに挑戦いただきたいと思います。 

１人１台端末の整備や学力調査の進化など、機が熟したと言えるタイミングで

データサイエンスが専門の市長が誕生したことは僥倖です。ぜひ強力に推し進め

ていっていただきたいなと切に願います。以上です。 

 

ありがとうございます。木村委員のおっしゃるとおり、26 万人の児童生徒のデ

ータというのは、財産そのものだと思います。 

教育に限らず、今までデータはたくさんあるのだけれど、その活用が様々な理

由で進んでいないということが散見されたのですけれども、近年、デジタル化の

進展に伴って、データが財産、石油であるという認識が徐々に出てきたと思いま

す。ビッグデータをうまく活用することで、現場のノウハウをきちんと可視化し

て、教育の質を高めていくことができるのではないかと考えています。また、具

体的なご提案としていただきました、調査のコンピュータ化、CBT 化や、教育の

可視化も、まさしく今の時代に即したご指摘かと思います。これからは、教員の
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山中市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

皆さんの「勘・経験」を重要視しながら、更に「データ活用」を組み合わせて、

より良い効率的な、教育の質の担保を目指していきたいと考えております。 

教育委員会が改訂作業を進めています「横浜市学力・学習状況調査」では、  

来年４月以降、先ほど木村委員がおっしゃった非認知能力について、知的好奇心

や共感する力などに関する項目も含めて調査する予定です。こういったデータを

もとに、教育委員会と学校には、子ども一人ひとりのより良い学びにつなげてい

ただくことができるだろうと思っていますし、子どもたちには１人１台端末等を

十分に活用して、主体的な学びを積み重ねてもらいたいと思います。子どもたち

の実践のデータを再び教育の現場にフィードバックしていく。そういったデジタ

ルを活用した PDCAサイクルが、横浜の教育で展開していかれるのだと思います。

横浜市は教育 DXに関しましても、トップランナーとなれるよう、市を挙げて、教

育のデータ活用に取り組んでまいりたいと考えております。ありがとうございま

した。 

 そろそろ協議終了の時刻が近づいてまいりました。鯉渕教育長から最後に一言

ございますか。 

 

ありがとうございます。本日は教育委員の皆様方に多岐にわたるご意見を頂戴

いたしましたが、次期計画に向けて、改めて３つの大きな視点が大事かと思って

おります。１つ目は、「子ども一人ひとりを大切にした教育の推進」ということ

だと思うのですが、「一人ひとり」と言った時に、外国籍の方や不登校、障害の

ある方など、往々にして学校現場はこれまで「集団」で対応していたところがあ

ります。それに対して「一人ひとりを大切に」ということだと思います。２つ目

は、「子どもに関わる全ての大人がチームになって子どもたちを育てていくこ

と」だと思います。学校現場は往々にして校門の先は入れないという印象で、外

の人を寄せつけないというところがあったと思いますが、これからを考えます

と、地域、企業、NPO、福祉の皆さん方との連携で、外に開かれていくことが大事

だと思います。３つ目は、今般急速に GIGAスクールということで、１人１台端末

の整備が進みましたが、改めて教育全体として「データ活用や EBPMといった教育

DXを推進していくこと」が必要だと思います。 

26 万人の児童生徒の教育を豊かに育んでいくためにも、それ相応の予算と人員

が必要でございます。なかなか厳しい予算審査の状況になっておりますが、市長

のご理解、関係区局のご協力をいただきながら、子どもたち一人ひとりのための

教育を推進したいと思っております。どうぞお願いします。 

 

私としても、教育長のご指摘いただいた３つの視点については、大変重要だと

思いますので、３つの視点に基づいて進めてもらいたいと思います。 

最後に、教育大綱の取扱いについて、私から委員の皆様に１つ提案がありま

す。平成30年に策定した現在の「横浜市教育大綱」は、対象期間が今年度までと

なります。国からは、総合教育会議の場で協議・調整の上、教育振興基本計画を

もって大綱に代えることと判断した場合には、別途大綱を定める必要はないこと

が示されています。本日のお話の中で、横浜の教育の理念や方向性として、「横

浜教育ビジョン2030」が広く学校現場に浸透しており、そのビジョンを具現化す

るアクションプランとして、今後「第４期教育振興基本計画」を検討していくと

いうことを踏まえ、私としては、令和４年度以降は、その「第４期教育振興基本

計画」をもって「教育大綱」に代えることとした方が、市として一貫性をもっ

て、教育行政を推進していけるのではないか、と考えています。 

委員の皆様、いかがでしょうか。 
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近藤総務部長 

 

（「異議なし」の声あり） 

 

ありがとうございます。それでは、教育大綱については、私から提案した形で

進めさせていただきたいと思います。ありがとうございました。 

本日は「今後の横浜の教育政策について」というテーマのもと、議論してきま

した。貴重なご意見を数多く頂戴し、ありがとうございました。これまで多くの

皆様が積み重ねてこられた横浜の教育を土台に、新たな課題にも対応しながら、

子どもたちの学びの可能性を広げていくことが大切であると、改めて痛感しまし

た。また、学校や教育委員会と関係区局・関係機関との連携の重要性も共有する

ことができたと思います。引き続き、横浜の子どもたちのために、しっかりと取

り組んでいきます。 

次に「報告事項」ですが、本日は資料配付とさせていただきます。２点、「新

型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた対応」、「いじめ重大事態に関する再

発防止策の取組状況」をお配りしていますので、後ほどご覧ください。 

新型コロナウイルス感染症に関しては、子どもたちが充実した学校生活を送れ

るよう、教職員の皆さんが感染防止対策に細心の注意を払い、各家庭との連絡・

調整に、力を尽くしてくださっていることに、心から感謝申し上げます。現在、

感染は落ち着いているところですが、オミクロン株等の兆候も見られ、全く油断

はできません。水際対策のフェーズから市中感染のフェーズに入りつつあると考

えています。第６波に備え、横浜市として引き続き、ワクチン接種や医療提供体

制の確保など、感染症対策に全力で取り組んでいきます。 

いじめ防止については、つらい思いをしている子どもがいないか常に意識し、

寄り添い、守ってあげられるよう、引き続き再発防止策に基づいた取組を徹底し

ていただくようお願いします。 

教育委員の皆様におかれましては、横浜の子どもたちのために、今後もご協力

をよろしくお願いします。 

以上で、本日の協議・報告事項は全て終了しました。 

お忙しい中、お集まりいただき誠にありがとうございました。おかげさまで、

委員の皆様から様々な意見を頂けたと思います。今後も皆様のご協力をいただ

き、横浜の未来を創る子どもたちを育んでいきたいと思います。本日は誠にあり

がとうございました。 

 

市長、教育委員の皆様、大変ありがとうございました。 

本日の会議の議事録については、このあと事務局で作成し、１月中旬を目途に

ホームページにて公表いたします。 

以上をもちまして、令和３年度横浜市総合教育会議を閉会いたします。本日は

誠にありがとうございました。 

 


